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【シンガポール】要旨

要旨
教育水準が高いことで知られるシンガポールで金融経済教育が国家戦略となるのは

2003 年のことである。少子高齢化を背景に個人のファイナンシャル・プランニングが必

要不可欠となり、シンガポール金融管理局（Monetary Authority of Singapore: MAS）

及び CPF 制度を所管する人材開発省（MOM）を中心に国家経済教育プログラム「Money 

Sense」の提供が始まった。

調査の結果、「Money Sense」は全世代向けの中立・公正なプログラムとして金融リ

テラシーの向上に一定の役割を果たしているが、初等中等教育向けのプログラムの充実や

認知不足、退職後の貯蓄不足、高い教育を受けた人でも詐欺被害にあうなどの課題がある

ことが確認できた。また、学校教育の金融経済教育は日本の家庭科に当たる「食と消費者

教育」、数学などの関連科目に位置付けられ、放課後の部活動やスペシャル・プログラム

などで実施することもあるが、その裁量は学校、教員に任されており、熾烈な教育競争下

において優先順位は高くないことが明らかになった。

１ シンガポールの金融経済教育に係る国家戦略

（１）はじめに

シンガポールは PISA2015（Programme for International Student Assessment）

で全参加国・地域（72 か国・地域）中、科学的リテラシー、読解力、数学的リテラシー

がトップ、PISA2018 では全参加国・地域（79 か国・地域）中、科学的リテラシー、

読解力、数学的リテラシーが北京・上海・江蘇・浙江に次いで第２位と、教育水準が高い

ことで知られる。教育省（Ministry of Education: MOE）が所管する歳出予算は国防省

所管（Ministry of Defence: MINDEF）の歳出予算に次ぐ規模になっており、1965 年

の建国以来、順調な経済発展を遂げてきた要因の一つが教育制度であると言われる。

一方、日本と同様に PISA の金融リテラシー調査には参加しておらず、金融リテラシー

を測るデータに National Financial Capability Survey in 2021 があるものの、詳細

は非公開である１。しかし、マスターカード社が公表している財務リテラシー指標調査（The 

MasterCard Worldwide Index of Financial Literacy）は第１位の台湾、ニュージー

ランドに次いで第３位（オーストラリア、香港も同順位）となっている２。

（２）国家戦略としての金融経済教育

このようなシンガポールで金融経済教育が国家戦略としてスタートしたのは意外にも遅

く、2003 年である。日本と同様に急速に進行する少子高齢化を理由に、家計が長期的に

資産を管理・運用する必要性が求められるようになった。

少子高齢化を理由に金融経済教育が必要とされる背景には、シンガポールの福祉・社会

保障政策が「自助」を基本としていることがある。シンガポールでは、シンガポール国民

及び永住権取得者を対象に中央積立基金（Central Provident Fund: CPF）3 を制度化し

ている。CPF 制度は完全積立方式の強制貯蓄制度で、定年後の経済的な保障のほか、住宅・

医療・大学ローンの支払いなどにも利用可能である。そのため、金融経済教育は CPF 制

度への理解と一体となって行う必要があった。

そこで、2003 年にシンガポール金融管理局（Monetary Authority of Singapore: 

MAS）が主導し、CPF 制度を所管する人材開発省（MOM）などの関係省庁が参画する

金融経済教育運営委員会（Financial Education Steering Committee: FESC）を設置

した。同年、国家金融経済教育プログラム「Money Sense」の提供が始まった。

（３）国家金融経済教育プログラム「Money Sense」の中核

FESC は「Money Sense」の戦略やアプローチに関する評価と助言のみを行い、

FESC の代表は MAS が務める。そして、「Money Sense」の中核となるのが MOM のファ

イナンシャル・プランニング・プログラム部所得保障政策課（図１中・矢印）である。

「Money Sense」の評議会（Money Sense Council: MSC）はシンガポール金融管

理局（MAS）と人材開発省（MOM）が主導役となっている。このほか、中央積立基金庁

（CPFB）、情報通信省（MCI）、財務省（MOF）、国家開発省（MND）、住宅開発庁（HDB）、

文化コミュニティ青年省（MCCY）、教育省（MOE）、保健省（MOH）、社会・家族開発

省（MSF）、首相府（PMO）、首相官邸公共サービス局（PSD）、デジタル庁（Gov 

Tech）といった 14 の政府機関の代表者で構成されている。

評議会の傘下には青少年教育実行委員会、公教育ワーキング委員会、ガイダンスサービ

スワーキング委員会がある。このうち、学校教育を所管する教育省（MOE）が関連する

のは青少年教育実行委員会である。

中核となる MOM ファイナンシャル・プランニング・プログラム部所得保障政策課は、

シンガポールの金融経済教育
教育先進国から見る日本への示唆

Financial and Economic Education in Singapore
Implications for Japan from a Country with Advanced Education

東京都立農業高等学校　主幹教諭　塙　枝里子

１	 【シンガポール現地・オンライン調査記録①】Ministry of Manpower: MOM への調査による。
２	 金融リテラシーの８割は読解力もしくは数学的リテラシーで説明できるという調査（水野、2020）もある。
３	 1955 年発足。CPF 制度を所管する中央積立基金庁は人材開発省（MOM）の法定機関である。CPF 制度

の拠出金は政府が定める一定の拠出率に従って拠出され、被雇用者自身の CPF 口座に貯まっていくものである。
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戦略と能力開発の計画及び調整、事務局を担っている。この組織が「Money Sense」と

他省庁など政府機関との連携や、プログラムのプロモーション、効果測定などにコミット

しており、「Money Sense」本部も人材開発省の中にある４。

以上から、シンガポールでは、CPF 制度と関連が深い MOM を中核としながら、多く

の関連組織が参画することで、シンガポール国民の金融面での保障と福祉の向上を目指し

ていることが分かる。

（４）国家金融経済教育プログラム「Money Sense」のフレームワーク

国家金融経済教育プログラム「Money Sense」は、「シンガポール国民がお金をより

よく管理し、自分自身で健全な財政上の決定を下すことができる」ことを目的に掲げてい

る。すべてのシンガポール国民がお金の問題をシンプルかつ直感的に理解できるように努

めており、以下３点のコンセプトを掲げている。

①　�実用的である - 日常的な金銭的判断や長期的なプランニングなど、全ての人の助
けとなるようなものを用意する

②　�偏りのない情報である - 何が有効で何が有効でないか、誰もが自分で判断できる
よう、客観的な情報を提供する

③　�適切な情報である - パーソナル・ファイナンスに関連する最新の動向を解説し、
利用者が迅速に行動できるようにする

その上で、シンガポール国民が以下の４点ができるようになることを目指している。

①　金融についての選択肢を検討するためのスキルと知識を身に付ける

②　金融について意思決定をする際の権利と責任を知る

③　パーソナル・ファイナンスに関して、十分な情報を得た上で決断する

④　将来のために十分な計画を立てる

「Money Sense」が提供するプログラムはシンガポール金融管理局（MAS）の独立ベ

ンダーや Money Sense も経営に関わる金融リテラシー研究所（Institute for Financial 

Literacy: IFL）５が開発したもので、常に無料６で中立・公正な立場から提供される。

すなわち、「Money Sense」は国家が推進する唯一の中立・公正なプログラムであり、

利害関係が発生する可能性のある民間プログラムより中立・公正な印象を持たれている７。

以下は「Money Sense」が示す金融リテラシーのフレームワークである（図２）。こ

のうち、中心の△内が表１に示す３層構造を、周辺が表２に示す５つのコアな金融リテラ

シーを示している。これらが相互に関連し合うことで、健全な財政上の意思決定が可能と

なる。

表 1　「Money Sense」が設定する３層構造

第１段階 基本的なお金の管理 予算と貯蓄のスキル、責任あるクレジットの使い方

第２段階
ファイナンシャル・

プランニング

長期的な資金需要に対応するためのスキルと知識を

身に付ける

第３段階 投資のノウハウ
さまざまな投資商品に関する知識と投資のスキルを

身に付ける
（出典）Money Sense ウェブサイト
https://www.mas.gov.sg/-/media/MAS/resource/news_room/press_releases/2015/
Factsheet-on-MoneySENSE.pdf（2023.2.24 閲覧）を元に筆者作成
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図 1　国家金融経済教育プログラム「Money Sense」の組織構成
（図は「Money Sense」提供資料を元に筆者作成）

４	 【シンガポール現地・オンライン調査記録①】Ministry of Manpower: MOM への調査による。

５	 金融リテラシー研究所（Institute for Financial Literacy）は、教育省管轄下の法定機関であるシンガポール・
ポリテクニックと「Money Sense」が共同で運営する機関である。

６	 プログラム実施に関する予算は金融管理局（MAS）が掌握している。
７	 【シンガポール現地・オンライン調査記録③】Anbualagan Arivarun 氏への調査による。
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（５）�国家金融経済教育プログラム「Money Sense」のアプローチ
及び戦略

全世代を対象としたプログラムを効果的に提供するため、「Money Sense」は「適切

なメッセージを、適切なタイミングで」届くような手法を試みている。具体的には、学校

教育と関係が深い成長過程に限らず、社会人としてスタートし、家庭を持ち、財産・評判・

人格・事業等を築き、退職するまでを見据えている（図３）。

学校教育と関連のある成長過程段階では、前期中等教育までに正しい価値観を教え込み、

後期中等教育以降は、財務的責任を備えるステージとなっている。このような能力を身に

付けさせるため、学校内外の青少年向けプログラムや、金融経済教育のメッセージを伝え

るキャンペーンを通じて、積極的な働きかけを通じて情報を届けている。

また、「Money Sense」は自信のある自立したシンガポール国民を育成するため、第

一に金融リテラシーを向上させ、第二に自身に気づきを与え、第三に行動を促すという三

段階の戦略を立て、さまざまなプログラムを提供している。

以下は、「Money Sense」から提供された資料をもとに戦略に沿ってその具体例をま

とめたものである（表３）。

図 3　全世代を対象とした国家経済教育プログラムの位置付け
（図は「Money Sense」より提供）

 Tier I - Basic Money Management: This covers skills in budgeting and saving, as well 
as responsible use of credit.  

 Tier II - Financial Planning: This aims to equip Singaporeans with the skills and 
knowledge to plan for their long-term financial needs.  

 Tier III - Investment Know-how: This aims to impart knowledge about different 
investment products and skills for investing.  
 

The MoneySENSE Core Financial Capabilities Framework identifies five core financial 
capabilities. The capabilities aim to help individuals apply their knowledge and skills across 
the different tiers of financial literacy when making financial decisions. 

 
 
The five core financial capabilities are: 
 

1. Understanding money is about having the numeracy skills to evaluate the costs and 
benefits of options available. It is also about understanding how economic 
conditions can affect a person.  

2. Understanding yourself, your rights and responsibilities is about knowing how 
personal circumstances, like how much a person earns, his or her age, the number of 
children he or she has, affect his or her financial decisions. It is also important to 
know your rights and responsibilities as a consumer of financial products and 
services.  

3. Managing everyday money is about being able to budget, to live within one’s means 
and to use credit facilities responsibly (e.g. for major items like buying a home).  

4. Planning ahead is about being able to put together a financial plan to help one 
manage one’s resources (e.g. income, debt, savings and investments) prudently.  

図 2　「Money Sense」が示すコアな金融リテラシーのフレームワーク
（出典）Money Sense ウェブサイト
https ://www.mas.gov.sg/ -/media/MAS/resource/news_room/press_
releases/2015/Factsheet-on-MoneySENSE.pdf（2023.2.24 閲覧）

表 2　「Money Sense」が設定する５つのコアな金融リテラシー

金融リテラシー 説明

お金を理解する
・�利用可能な選択肢のコストと利益を評価するための数値的なス

キルを持つ
・経済状況がどのような影響を与えるかを理解する

自分自身を理解し、
権利と責任を果たす

・�自分自身の収入、年齢、子供の数などの状況が金銭的な判断に
どのような影響を与えるかを知る

・金融商品やサービスの消費者としての権利と責任を知る

日常的なお金の管理 ・�例えば、住宅購入などの大きな買い物のために、予算を立て、身
の丈にあった生活をし、責任を持ってクレジット機能を利用する

将来の計画 ・�収入、負債、預金、投資など自分のリソースを慎重に管理する
ためのファイナンシャル・プランニングができる

自分に合った
金融商品を選ぶ

・�デビットカードやクレジットカード、ローン、保険、投資など
一般的な金融商品の目的、特徴、リスク、コスト、考慮すべき
主な要素、商品を購入するかどうかを決定する前に尋ねるべき
質問などを理解する

（出典）Money Sense ウェブサイト
https://www.mas.gov.sg/-/media/MAS/resource/news_room/press_releases/2015/
Factsheet-on-MoneySENSE.pdf（2023.2.24 閲覧）を元に筆者作成
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表 3　「Money Sense」の金融経済教育戦略

第一段階：金融リテラシーの向上
基礎を築くための金融への意識とリテラシーを向上させる

具体例１：�ウェブサイトとソーシャルメ
ディアプラットフォーム

さまざまなコンテンツやイベント情報を
掲載。ユーザーが使いやすいよう工夫さ
れている。

具体例２：�キャンペーン、ロードショー、
セミナー

就職する前に、後期中等教育の学生に金
融の概念を教育したり、金融商品を理解
できるよう、公開セミナーを開催したり
している。

具体例３：�金融リテラシー研究所による
金融教育の提供

学校教育でフォローできない層に対して、
職場や図書館でフリートークや無料の
ワークショップを開催している。

具体例４：�青少年の金融教育とアウトリー
チ

各コース8 に応じて魅力的で有意義な金融
プログラムとキャンペーンを展開し、学
生に働きかけている。

具体例４：�技能教育研修所（ITE: Institute 
of Technical Education）向
けの３つのモジュールを提供

2019 年から高等教育機関であるポリテ
クニックと技能教育研修所での金融教育
が段階的に義務化されたことに伴い、１、
２、３年生それぞれ 4 〜 3 時間でできる
カリキュラムを順次策定・実施している。

具体例５：�就 労 前 の 若 者 に 向 け た My 
Money @ Campus （MM@C）
プログラムの提供

2019 年は技能教育研修所で６日間、の
べ 7,000 人に対して提供。2020 年はオ
ンライン上でゲームと学習ブースを提供。
アクセス数は最大 74,000、オンラインで
の 42 日間の総ページビュー数は最大で
284,000 を記録した（2021 年はオンラ
インで実施継続）9。

８	 シンガポールでは、初等教育段階で PLSE（Primary School Examination）という全国統一試験があり、
その結果によって、どのセカンダリースクール（日本の前期中等教育にあたる）に進学するかが決まる。

９	 MM@C2021 は、金融リテラシーの概念とスキルを教えるために、オンライン上で５つのゲーム（1. ニーズとウォ
ンツを区別する、2. 適切な保険適用の重要性を理解する、3. ローンと負債の管理方法を理解する、4. 多様化
が健全な預金及び投資ポートフォリオの鍵となる方法であることを理解する、5. 電子商取引詐欺を回避する方法
を知る）と５つの学習ブース（1. 予算を立て、緊急資金を積み立てることができる、2. CPF がシンガポール
の社会保障制度の重要な柱であることを理解する、3. シンガポールで最初の不動産を購入する方法を理解する、
4. より持続可能な世界を作る上でのグリーンファイナンスの重要性を知る、5. フィンテックが日常生活をどのよ
うに変えているかを認識する 〜モバイル決済、ロボアドバイザー、クラウドファンディングなど）が用意された。

第二段階：気づきを与える／第三段階：行動を促す
適切なタイミングでのガイダンス、行動介入、有用な金融ツールの提供によって

金融リテラシーを行動に活かす

具体例６：�デジタル金融サービスとツー
ルの提供

５〜 10 分間のアンケートで参加者の財務
状況のギャップを捉え、対処法を提案す
る。

具体例７：�my CPF Mobile App の提供

CPF 残高の定期的な監視と取引、必要な
CPF 退職貯蓄と CPF LIFE の見積を用意
にする仕組みを提供している。

具体例８：�他機関と連携した重要な財務
上の決定に関するガイダンス

例えば住宅購入であれば、国家開発省及
び住宅開発委員会（HDB）と協力し、シ
ンガポール国民が資金を調達し、住宅ロー
ンの支払いを行い、アパートに保険をか
ける際の選択肢を共有し、奨励している。

具体例９：�若年層向けの CPF ガイダンス

例えば、「ゲームオン！」というプログラ
ムは、中等教育及び高等教育の学生を対
象とし、ユーザーに CPF システムの概要
を簡単に説明するように設計された。な
お、CPF 制度に関するガイダンスは高齢
者向けのものもある。

（表中の図は「Money Sense」提供、表は「Money Sense」提供資料を元に筆者作成）
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２ 中等教育（中学校／高等学校）における金融経済教育

（１）シンガポールの教育制度

以上から、シンガポールの金融経済教育には「Money Sense」が大きな役割を果たし

ていることが明らかになった。では、中等教育向けの金融経済教育の実態はどのようになっ

ているのか。教育制度を概観した後に述べる。

前述のとおり、シンガポールの教育予算は国防予算に次ぐ規模で、人材育成を国家政策

の重要な柱としている。その特徴は二言語主義10 と能力主義である。特に能力主義につい

ては、優秀な人材を育成するために重要な柱となる一方、初等教育時点でその後のコース

が決まることから子供に過度の競争を強いストレスを生じさせる要因となっており、

2020 年には初等学校修了試験（Primary School Leaving Examination: PSLE）の

採点方式が変更となるなど見直しが進んでいる。また、PSLE の結果、中学校では高速コー

ス（エクスプレス）、標準コース（アカデミック）、標準コース（テクニカル）の３つのコー

スに振り分けられているが、これも 2024 年までに廃止が予定されている。そのため、

本論で述べるのは現時点での教育制度である11。

シンガポールでは、教育法、義務教育法のもと教育段階ごとに教育課程と科目を設定し

ているほか、科目別にシラバスを策定12 しており、国として望ましい教育の成果が定めら

れている。教科書は MOE が指定するものから選定をするが、種類は少なく、実際は数学、

科学など優先順位の高い科目であっても教員が独自作成したノートなどの教材を用いるこ

とが多いそうだ13。

次の図はシンガポールの教育体系を示すものである。

３．教育体系

9

《《シシンンガガポポーールルのの教教育育体体系系図図》》

（出典：MOEウェブサイトをもとに作成）図 4　シンガポールの教育体系
（出典）一般財団法人自治体国際化協会「シンガポールの政策　教育政策編」
http://www.clair.org.sg/j/wp-content/uploads/2020/03/07_Kyoiku.pdf（2023.2.24 閲覧）

一般社団法人自治体国際化協会の調査によると、シンガポールの一般的な進路は、義務

教育に当たる初等教育（義務教育課程・６年間）、中等教育（４〜５年間）、大学準備教育

（ジュニアカレッジは２年、中央学院は３年間）から大学（３〜４年間）というコースと、

初等・中等教育の後、専門教育（ポリテクニック14、３年間）又は技能教育（ITE、１〜

２年間）というコースである。このうち大学へ約 36%、ポリテクニックへ約 47%、ITE

へ約 25% が進学している。なお、PSLE の結果を受けて上位 10% 程度は中高一貫課程

に通い、ストレートで GCE-A15 レベル試験の取得試験を受験することができる。

本調査の主な対象である中等教育の中でも中学校相当について、高速コース（エクスプ

レス）は修了時に GCE-O16 レベル資格の取得試験を受験する。標準コース（アカデミック）

と標準コース（テクニカル）は GCE-N17 レベル資格を取得し卒業するが、標準コース（ア

カデミック）で進学を希望する者はもう１年間在学し GCE-O レベル資格に備えることも

できる。高等学校相当については、大学準備教育（ジュニアカレッジは２年、中央学院は

３年間18）が該当する。これらのコースは GCE-A レベル資格の取得を目指すもので科学、

人文学などの分野別コースが設けられている19。

（２）中等教育における金融リテラシーの習得体系

中等教育の教育課程に Money や Finance の科目名を探すことはできない。しかし、

筆者の金融経済教育統括部門に対する調査から、金融経済教育に関わる科目は表４のとお

りであることが明らかになった20。

10	 英語と同時に中国語、マレー語などの母語を学習する。
11	 2023 年１月現在。小中学校の教育改革については、一般財団法人自治体国際化協会シンガポール事務所の

資料に詳しい。
12	 日本における学習指導要領に当たるもので、配当時間、教授や試験方法などが詳細に指定されている。また、

シラバスの改訂も時代のニーズに合わせて順次実施される。
13	 【シンガポール現地・オンライン調査記録②】MEI YIN 氏への調査による。
14	 ポリテクニックは、実業界の需要に合った実務レベルの人材を育成とすることを目的としており、産業界との連

携が強いとされる。日本の高等専門学校に該当する。
15	 シンガポールケンブリッジ「上級」教育認定試験
16	 シンガポールケンブリッジ「普通」教育認定試験
17	 シンガポールケンブリッジ「標準」教育認定試験
18	 ３年制の中央学院へ進学する者は少なく、現在１校のみである。
19	 原則として 18 歳以上の全ての健康な国民及び永住権保有者は２年のナショナル・サービス（兵役義務）に服

するため、GCE-Aレベル資格合格者は大学進学前にナショナル・サービスを終える者が多い。
20	 【シンガポール現地・オンライン調査記録①】Ministry of Manpower: MOM への調査による。
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小学校、中学校、ジュニアカレッジ・中央学院の必修科目である Character and 

Citizenship Education（CCE）は生徒がシンガポール人として家族や社会に責任を持

つことを学ぶもので、いわゆる道徳や市民性教育に当たるものである。他の科目は専門性

を持った教員が教えるが、CCE はホームルーム担任が担当する。各段階の CCE の内容

は徐々にレベルアップしているもので、CCE が目指すコア・バリューの一つにセルフマ

ネジメント（自己管理）がある。これに絡めて、担当教員によっては小・中学校でニーズ

やウォンツ、貯蓄など、ジュニアカレッジ・中央学院で奨学金や資産管理などを扱う場合

がある。ただし、学校や教員によって扱いが大きく異なる科目である。

中学校の Mathematics（数学）では各設問に単利・複利などを計算させる項目があるが、

個人の預金や投資に関する知識やファイナンシャル・プランニングと結びついた授業がさ

れているかは未知数である21。また、後述する Food and Consumer Education（食と

消費者教育）は食に比べて消費生活の部分は少ない（写真１〜３）。なお、人文科学分野

の一つである Social Studies（社会）では三大支出である住宅、医療、年金に関わる事

項や、CPF（中央積立基金）について学ぶ場合もある22。

高等学校に当たるジュニアカレッジ・中央学院の Economics（経済学）では需要と供給、

表 4　シンガポールにおける金融経済教育に関わる科目

校種 在籍期間 金融経済教育に関わる科目

小学校（義務教育） ６年間 Character and Citizenship Education

中学校 ４〜５年

Mathematics
Food and Consumer Education（中学校第１・２学
年で実施）
Character and Citizenship Education
Social Studies（中学校第３学年以降に実施）
※�シンガポールでは中学校からコース別に分かれるが、

中学校における金融経済教育に関わる科目は共通

ジュニアカレッジ 
・中央学院 ２〜３年

Economics
Mathematics
Character and Citizenship Education

ポ リ テ ク ニ ッ ク
（専門教育） ２〜３年 なし

※�代わりに e ラーニングモジュールの実施が必要

ITE（技能教育） ２〜３年 なし
※�代わりに e ラーニングモジュールの実施が必要

（ヒアリングをもとに筆者作成）

GDP、景気変動など一般的なミクロ・マクロ経済を扱っている。また、数学は微分・積

分などが入りより高度な内容となっている。シラバスと教師用指導書・生徒用ガイドを確

認すると、いずれも個人の資産管理などと直接的に関係するものではないが、金融経済教

育に関わる重要な科目として位置付けられている。

21	 【シンガポール現地・オンライン調査記録②】MEI YIN 氏への調査による。
22	 ただし、Social Studies のシラバスと教師用指導書・生徒用ガイド、教科書からCPF の記載を確認すること

はできなかった。

写真 2　中学校第１学年対象テキストの目次
※ Chapter8 が消費生活に関わる事項

写真 1　「食と消費者教育」表紙
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（３）「食と消費者教育」と「Money Sense」との関係

教科書の扱いは少ないものの、（２）に挙げた科目のうち、「Money Sense」が設定する

３層構造（表１）の第一段階を直接カバーするのが「食と消費者教育」である23。「食と消

費者教育」のシラバスと教師用指導書・生徒用ガイドには、本科目が「Money Sense」

の第一段階に該当することが具体的に示されている（表５）。

表 5　「食と消費者教育」のシラバスにおける Money Sense とは

金 融 リ テ ラ
シーのレベル Money Sense プログラムの概要 Money Sense のある消費者が

できること

段階１
基本的な
お金の管理

この基礎段階では、予算編成や 
貯蓄などの基本的なお金の管理 
方法や、クレジットの適切な使 
用方法などを取り上げる。

・簡単な財務目標と予算の設定
・日々の金銭管理は慎重に
・�責任を持ってクレジットを利用

する

シンガポールでは、1990 年代から「家庭科」のカリキュラムで金融教育が行われてき

たが、2014 年に「家庭科」から「食と消費者教育」に名称変更され、科目の目的と名称

が明確になった。次項（４）では「食と消費者教育」のシラバスと教師用指導書・生徒用

ガイドをもとに、具体的な内容を以下に述べる。

（４）�「食と消費者教育」の概要

「食と消費者教育」の目的は、生徒が健康に配慮し、目の肥えた消費者となり、現在と

未来の生活をよりよく管理できることである。必修分野として 1. 食の研究、2. 消費者研

究を置き、生徒の興味・関心に応じて３つのテーマから１つの分野を選択できるようになっ

ている。詳細は授業者の裁量に任されているものの、選択分野に入る前に、必修分野を全

てカバーする必要がある。なお、教育省の示す 21 世紀型の能力フレームワークに基づき、

選択分野は探究型学習が適していることが示されている。探究型学習では、生徒が得た知

識を現実の諸課題と関連付け、自らが問や主題に取り組むことで、知的探究心が芽生える

という循環的なプロセスが期待される。

このうち「Money Sense」の第一段階に該当するのは必修分野「2. 消費者研究」で、「リ

ソース・マネジメント」と「消費者意識」の２つのテーマで構成されている。リソース・

マネジメントでは、自分のニーズとウォンツを見極め、予算計画を立てて管理し、さまざ

まな支払い方法を知り、リソースをより良く管理することを知り、お金とリソースを管理

する方法を学習する。消費者意識では、消費者の権利と責任、購入した製品が破損したり

サービスに満足できなかったりする場合の救済方法を学習する。具体的な学習内容と求め

られる成果は表７のとおりである。

表 6　「食と消費者教育」の構成

必修（Core Areas of Study）
1 食の研究

2 消費者研究

選択（Elective Modules）

A 栄養学・食品学

B フード・アントプレナーシップ

C FCE（「食と消費者教育」）と地域社会

写真 3　中学校第２学年対象テキストの目次
※ Chapter5,6,7,8 が消費生活に関わる事項

23	 必修科目 は English Language, Mother Tongue Language, Mathematics, Science, Humanities 
（with Social Studies）になっており、Science の中に Food and Consumer Education が含まれる。
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表 7　「消費者研究」の学習内容

学習内容 学習成果

「リソース・マネジメント」
1. 基本的なお金の管理

・ニーズとウォンツ ・ニーズとウォンツの区別ができる
・�ニーズとウォンツを決定するものは何か

理解している

・予算管理と貯蓄の意義 ・予算編成という言葉の定義ができる
・�将来や緊急時のための定期的な貯蓄の重

要性を説明できる
・�簡単な財務目標を設定し、資金を配分す

る際に十分な情報に基づいて決定するこ
とで、予算を策定し管理することができ
る

・�与えられた状況でお金の管理に関するス
キルを適用できる

・�ニーズとウォンツ、手元の予算、貯蓄の
必要性、身の丈に合った生活などを考慮
し、購入の意思決定を行うことができる

・�消費のために貯蓄をし、身の丈にあった
使い方をすることの重要性を説明できる

・�支払いの方法（現金、キャッシュカード、
クレジットカードなど）

・�さまざまな支払い方法（現金、キャッシュ
レスカード、小切手、電子送金、分割払い、
クレジットカードなど）を列挙できる

・�さまざまな支払い方法のメリット・デメ
リットを説明できる

・�責任を持ってクレジットを利用すべき方
法を説明できる

・無駄な出費を防ぐ方法 ・�持ち物の手入れと維持の重要性を述べる
ことができる

・�不要な支出を防ぐためのリソースの管理
と維持

学習内容 学習成果

「消費者の意識」
2．良い消費者となる

・消費者の権利と責任 ・消費者という言葉の定義ができる
・�目の肥えた消費者としての役割と重要性

を理解する
・消費者の権利と責任の説明ができる

・消費者苦情の解決 ・�破損したり、満足できなかったりした商
品について、救済を求めたり、交換・返
金を求める場合の行動を説明できる

3．賢い買い物をするために

・情報源と利用方法 ・�製品やサービスに関する情報を得るため
の方法を説明できる

・さまざまな情報源の解釈ができる

・製品の広告・宣伝 ・�製品やサービスに関する情報を提供する
ためのさまざまな広告形態を特定できる

・�消費者の購買に影響を与える要因につい
て議論することができる

・�選択肢に影響を与えるプロモーション戦
略を理解することができる

・広告表示の信頼性を評価できる

・ショッピングを比較する ・�商品の品質、数量、価格、パッケージ、
機能などを比較し、最適な買い物をする
ことができる

・�オンライン、カタログ、小売などさまざ
まなショッピング形態のメリット・デメ
リットを論じることができる

なお、カリキュラムの配当時間は以下のとおりコース別の目安が示されている（表８）。

表 8　「食と消費者教育」の配当時間

コース カリキュラムの総時間 必修 選択

高速コース（エクスプレス） 60 時間 48 時間（80%） 12 時間（20%）

標準コース（アカデミック） 60 時間 45 時間（75%） 15 時間（25%）

標準コース（テクニカル） 80 時間 60 時間（75%） 20 時間（25%）
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（５）「食と消費者教育」の評価方法

「食と消費者教育」の評価は筆記試験と選択分野のプロジェクト学習による。評価方法

は以下のとおりである。

シラバスと教師用指導書・生徒用ガイドは一体となっており、誰でも閲覧可能となって

いる。最終的には授業者の判断によって学習内容、評価方法は異なることが許容されてい

るが、日本と比較すると指導や評価方法までかなり踏み込んで明記されている。

（６）金融経済教育に関わる科目の実施状況24

「食と消費者教育」を含む科目の状況については学校、教員の裁量に任されており、ど

の程度金融経済教育が実施されているのかを詳細に把握することはできない。

しかし、「Money Sense」金融経済統括部門などへの調査から、教育競争が加熱する

シンガポールでは一般的な中等教育では GCE-O、GCE-N レベル資格取得に向けて忙し

く、優先順位の高い数学、科学、英語に時間を取られがちで「食と消費者教育」などで金

融経済教育を推進することへの優先順位は非常に低いことが確認できた。

また、元中学校数学教員などへの調査から、数学では以下のように単利・複利を含む金

利の計算をさせたり、為替取引のケーススタディなどをさせたりすることはあるが、それ

はあくまで「ケース」の一つに過ぎず、数学教員が個人のファイナンシャル・プランニン

グに触れたことはないことが把握できた。

表 9　各コース別の評価方法

分野 構成 高速コース（％） 標準コース（アカデミック）（％） 標準コース（テクニカル）（％）

必修 筆記試験・論文 １時間（50%） １時間（40%） １時間（40%）

選択 プロジェクト 12 時間（50%） 15 時間（60%） 20 時間（60%）

合計 13 時間（100%） 16 時間（100%） 21 時間（100%）

※　筆記試験は、必修科目の内容と知識のみ。具体例や評価の重み付けなどの提案がある。
※　選択分野は、推奨ルーブリック（指標）に基づいて効果測定を行う。

表 10　数学で扱われる金融経済教育に関わるケーススタディ（一例）

１：家計の収支
２：銀行にお金を預けた場合、借りた場合の資金の計算（金利）
３：消費税が上がった場合の消費財の価格の計算
４：為替取引のケーススタディ（Sell, Buy の違いを踏まえて）
５：単利・複利の計算

（ヒアリング及び数学テキストをもとに筆者作成）

次に元学生を対象とした調査から、ジュニアカレッジ・中央学院の経済学においては、

大学入学前に一般的なミクロ・マクロ経済学の基礎を習得するため、金融商品などのリス

クとリターンの関係などは十分に理解できるものの、金融商品の種類や資産運用、ポート

フォリオの考察など個人のファイナンシャル・プランニングには踏み込まれておらず、（金

融経済教育の定義によるが）金融経済教育に関わる科目と個人のファイナンシャル・プラ

ンニングとの関係性は強くないことが確認できた。

一方、授業以外の金融経済教育として放課後やオリエンテーション期間に「Money 

Sense」が推進するプログラムを活用する事例や、起業や企業会計などビジネスの基礎

を学び、ビジネス・コンテストに出場するスペシャル・プログラムを学校が用意する事例

もあることが確認できた。また、小学校第１学年の段階でウォンツを我慢する研修

（「Money Sense」推進）を受けるケースもある。このことから、一部の学校・生徒では

充実した金融経済教育を受講することが可能となっている。

しかし、小学校の事例を除くと、授業外のプログラムは中学校のエクスプレスコースや

中高一貫課程における選択制のプログラムであり、一般化することは難しい。そのため、

学校教育における金融経済教育は学校・教員にその裁量が委ねられており、GCE-O、

GCE-N レベル資格取得が最優先事項であるシンガポールでは金融経済教育の優先順位は

高くないと言える。

３ 金融経済教育の効果測定及び今後の課題
冒頭に示したとおり、シンガポールは PISA の金融リテラシー調査に参加しておらず、

また National Financial Capability Survey は非公開で、効果測定を確認することはで

きない。ただし、直近のサーベイである National Financial Capability Survey in 

2021 のプレスリリースでは、調査対象者は前回調査（2017 年）と比べてより多くの回

答者が「予算を立て、支出を把握し、緊急時の支出として所得の約３か月分を貯蓄してい

る」と回答していた。これについて、「Money Sense」金融経済統括部門は「悪くない

結果」としつつも、より多くのシンガポール国民に対して積極的にファイナンシャル・プ

ランニングを呼びかける必要があると考えている。

一方、回答者の 10 人に４人は「リスク分散」や「単利や複利」などの知識を理解して

おらず、半数以上が退職後の貯蓄対策をしていない。また、「Money Sense」の金融経

済教育プログラムは就労直前や引退後の金融経済教育プログラムに比べ、初等中等教育向

けのプログラムが少ないこと（表３）、金融商品詐欺などの社会問題に対応していく必要

があることも今後の課題である。金融商品詐欺については、医者や弁護士など高い教育を

受けた職業の人も対象となる場合がある。そのため、若者向けの金融経済教育の充実と教

育レベルの向上が今後の課題であることが確認できた25。

24	 【シンガポール現地・オンライン調査記録①〜③】の金融経済統括部門、元中学校数学教員、元学生に対す
る調査による。 25	 【シンガポール現地・オンライン調査記録①】Ministry of Manpower: MOM への調査による。
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【シンガポール】日本の金融経済教育への示唆

４ 金融経済教育の担い手
ここまでの調査から、学校教育における金融経済教育の担い手は①金融経済教育に関連

する科目の教員、② CCE を担当するホームルーム担任、③金融経済教育関連の部活動や

スペシャル・プログラムなどを担当する教員、④「Money Sense」が提供するプログラ

ム担当者の大きく４つに分類することができる。教員養成については、ナンヤン工科大学

（NTU）の一機関である国立教育研究所（NIE）が教員資格認定コースの専門教育と現職

教員のトレーニングを実施している。現職教員は管理職や主任級などのコース別に分かれ、

年間 100 時間を上限に研修を受けることができる。しかし、金融経済教育に特化したプ

ログラムなどは確認することはできなかった。

学校教育以外では①「Money Sense」も関わる金融リテラシー研究所、②民間金融機

関の CSR 関連部門、③家庭が担い手となる。複数人へのヒアリングからは、高い教育水

準の人でも大量の投資情報の仕分けが困難であること、携帯電話の番号（SMS）へ儲け

話がくる詐欺が横行していることなどが共有され、金融リテラシーは家庭環境や交友関係

による影響が大きいのではないか26 というコメントを得ることができた。

示唆 日本の金融経済教育への示唆
シンガポールにおける金融経済教育の特徴と実態から、以下のような日本への示唆を得

ることができる。

（１）公的・私的年金制度も含めた金融経済教育の充実

シンガポールでは、CPF 制度を所管する MOM が国家金融経済教育プログラム「Money 

Sense」の中核となり、MAS と一体となって金融経済教育を推進している。これは少子

高齢化によって、長期にわたり国民が資産形成に迫られているからにほかならない。

日本でも同様の課題のもと、金融庁が金融経済教育の旗振り役となり、文部科学省、消

費者庁などの関係省庁と金融広報中央委員会、日本証券業協会、日本取引所グループなど

の関係団体と連携して 2014 年に金融経済教育推進会議が設置されたが、関係省庁に年

金制度を所管する厚生労働省の名前は見当たらない。一方、同会議が公表した「金融リテ

ラシー・マップ」には大学生以上の階層に「年金」のキーワードが入っている。実際、公

的年金や私的年金の内容を把握し、老後の資産形成に備えることは個人のファイナンシャ

ル・プランニングに欠かせない。

私的年金や「貯蓄から投資へ」の流れを促進する NISA（少額投資非課税制度）を行政

の「縦割り」で捉えるのではなく、個人のファイナンシャル・プランニングを軸に整理す

ることが、金融経済教育をさらに充実するために必要である27。

（２）中立・公正な機関及びプログラムの明確化

シンガポールにおける中立・公正なプログラムは「Money Sense」のみであり、事務

局は MOM と問合せ先も明確かつシンプルであった。日本では前述（１）で述べたよう

に関係省庁や関連団体が多く存在し、それぞれが中立・公正を謳っている。プログラム（教

材や資料）やコンテンツなどは「Money Sense」以上に充実しているが、発信元が複数

ある上に選択肢が多く、金融経済教育の担い手（学校教育においては教員）が使いこなせ

ていない実態もある。

現在は金融庁が取りまとめをしているが、今後、「金融教育を国家戦略として推進」す

るに当たり、中立・公正な機関やプログラムを明確化しておく必要がある。

（３）教科等横断的な金融経済教育の推進

シンガポールでは学校教育における金融経済教育の優先順位は高いとは言えず、関連科

目でも教科書に金融の文字が見当たらないなどの実態があった。ただし、中学校・高等学

校段階の数学や経済学はファイナンシャル・プランニングに欠かせない高度な事項を取り

扱っており、因果関係を推定するに至らなかったが、数学リテラシーや金融セクターが強

い28 ことが金融リテラシーを下支えしている可能性を確認できた29。

日本では家庭科、公民科の高等学校学習指導要領（2022 年４月より年次進行で実施）

で金融に関わる事項が多く取り上げられており、お金の話を避ける傾向にあった学校現場

にも変化が訪れている。一方、この変化は２教科（中学校の技術・家庭（家庭分野）、社

会科や高等学校の家庭科、公民科）のみが対象となっている点も否めない。そのため、数

学、情報など関連科目を広げたり、専門機関と連携した放課後や夏休み期間などの長期休

業中のプログラムを用意したりするなど教科等横断的な金融経済教育の推進が望まれる。

26	 シンガポール最大手の新聞会社 The Straits Times では、毎週日曜日に発行する The SUNDAY TIMES に
おいて INVEST ページを設けており、どのような金融商品やビジネスに投資して自分が資産を築いてきたのか
を扱うMe & My Money は人気の特集となっている。

27	 既に大学生、新社会人向けオンデマンド授業動画「マネビタ〜人生を豊かにするお金の知恵〜」などが展開さ
れている。

28	 1968 年に設立された the Development Bank of Singapore は国際的な金融専門誌「Euromoney」か
ら世界最高峰の銀行などと称されている。

29	 【シンガポール現地・オンライン調査記録②】MEI YIN 氏への調査による。
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【参考文献など】

【Website】※ 2023.2.24 閲覧

◦Ministry of MANPOWER Divisions and statutory boards

　https://www.mom.gov.sg/about-us/divisions-and-statutory-boards

◦Money Sense

　https://www.moneysense.gov.sg/

◦Institute for Financial Literacy

　https://ifl.org.sg/

◦Ministry of Education SIGAPORE

　https://www.moe.gov.sg/

【syllabus】
◦�MATHEMATICS SYLLABUSES Secondary One to Four Express Course 

Normal （Academic） Course,2020

◦�FOOD AND CONSUMER EDUCATION SYLLABUS LOWER SECONDARY,2014

◦�CHARACTER & CITIZENSHIP EDUCATION （CCE） SYLLABUS Secondary,2021

【Textbook】
◦�Chin Pooi Pooi, ONG CHIEW INN, “Food and Consumer Education 1,2,” Star 

Publishing Pte Ltd, 2014

◦�CPDD, “Social Studies Express / Normal （Academic）”, Hodder Education, 

2023

【Newspaper】
◦The SUNDAY TIMES, SUNDAY, November20, 2022

【Reserch thesis】
◦�金井 弘明 , 田開 伯幸ほか（2017）「シンガポールの初等・中等教育における数学教育：

教育制度と算数・数学のカリキュラムの分析を通して」『静岡大学教育実践研究指導セ

ンター紀要』26,pp.65-76

◦�「シンガポールの政策」、The Japan Council of Local Authorities for International 

Relations, Singapore, 2021

◦�水野友理那「金融リテラシーが高い 15 歳の特徴 PISA“Are Students smart about 

money?”からわかること」、ニッセイ基礎研究所、2020
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１．�人材開発省及びファイナンシャル・プランニング・プログ
ラム部所得保障政策課の概要

人材開発省は「卓越した労働力、卓越した労働環境」をビジョンに掲げ、「全

てのシンガポール国民のために、結束した社会と確実な経済的未来を実現するた

め、国際競争力のある労働力と卓越した労働環境を達成すること」を使命として、

1998 年４月１日に労働省を継承して設立された。職員数約 2,300 人、年間予

算規模は 87 億 3,000 万ドル（2022 年度当初予算）である。2022 年度予算

総額の 67.9% にあたる 59 億 3,000 万ドルは生産的労働力プログラムに、

19.1％にあたる 16 億 7,000 万ドルはシンガポール人のための経済的安全保障

プログラムに、10.5％にあたる９億 1,351 万ドルは労働力及び労働環境改善の

ための職場プログラムに、2.5% にあたる残りの２億 2,226 万ドルは企業サー

ビス及び情報技術プログラムに割り当てられる。

このうち、経済的安全保障プログラムはシンガポール国民が現役時代を通じて

経済的な安全性を確保し、退職後も安心できるようにすることを目的としている。

これは、中央積立基金（CPF）制度、生涯雇用制度、シンガポール国民への財

政管理と計画策定の教育を通じて行われるものである。シンガポールも日本同様

に高齢社会に突入し、経済構造改革が進むにつれ、シンガポール国民が雇用不安

や長生きのリスクといった課題に直面している。そのため、経済的安全保障プロ

グラムの重要性は日に日に高まっている。

シンガポール現地・オンライン調査記録①

組織名
人材開発省（Ministry of Manpower: MOM）
ファイナンシャル・プランニング・プログラム部 所得保障政策課

日 時 2022 年 12 月１日（木）13：00 〜 14：30

場 所
シンガポール　人材開発省　本部

（Ministry of Manpower Headquarter Office at 18 
Havelock Road）

面会者
Eileen Lai（Assistant Director）、Clara Chu（Assistant）、
ほか１名

所 属
Financial Planning Programme Department, Income 
Security Policy Division, Ministry of Manpower
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４．効果測定
シンガポール国民の金融リテラシーを測るため、就学を終えた人々に対して定

期的にサーベイを実施しているが、残念ながら National Financial Capability 

Survey in 2021 を始めとする詳細データは開示されていない。

ただし、直近のサーベイである National Financial Capability Survey in 

2021 では、多くが「所得の約３か月分を貯蓄している」と回答しており、これ

は悪くない結果であると捉えている。ただし、金融知識が乏しいケースも見られ、

より多くのシンガポール国民が積極的にファイナンシャル・プランニングをする

必要がある。

５．直近の取り組みや国民への周知
このようなサーベイ結果を受けて 2022 年９月から 11 月にかけて実施した

のがThe Money Sense Campaign 2022, “Level Up Your Financial Health”

である。新型コロナウイルス感染拡大の影響で対面式のキャンペーンを実施でき

ていなかったが、今年は久しぶりに実施することができた。

実施したのは図書館などでのワークショップ、Facebook などソーシャルメ

ディアでの発信、一般人向けの e ラーニングツールの提供で、これもシンガポー

ル国民金融リテラシー研究所（IFL）がプログラム開発及び実施を担った。

2022 年のキャンペーンコンセプトは「ファイナンシャル・プランニングの旅の

第一歩を踏み出すこと」で退職前の国民を対象としたものであった。

なお、最近は Money Sense の物理的な広告は出しておらず、インターネッ

ト広告などが主な宣伝活動の方法となっている。

６．今後の課題
少子高齢化社会の中で退職後も安心できるために、若者向けのファイナンシャ

ル・プランニングに関連した教育を継続していくことが必要である。ただし、

Money Sense の金融経済教育プログラムは就労直前や引退後の金融経済教育

プログラムに比べ、初等中等教育向けのプログラムが少ない課題がある。2023

年からはこの層に対してプログラムを充実させる計画があり、日本の金融経済教

育について情報提供をいただきたい（訪問時及び帰国後に筆者から日本の金融経

済教育に関する情報提供を行った）。

また、医者や弁護士をはじめ、高い教育を受けた職業の人でも詐欺などの被害

にあうケースも多く、さらに教育レベルを高める必要があると感じている。具体

的には、新型コロナウイルス感染拡大期には保健省（MOH）関連の詐欺、携帯

電話のショートメッセージで個人情報を引き出す行為、暗号資産などリスクの高

い金融商品の詐欺なども社会問題化している。

シンガポールは日本と同様に少子高齢化社会という同じ課題を抱えている。日

本はこれから金融経済教育を国家戦略とするとのことだが、今後も定期的に情報

ファイナンシャル・プランニング・プログラム部所得保障政策課は経済的安全

保障プログラムの一端を担っているセクションのうち、若者向けのプログラムを

統括するチームである。また、本チームが Money Sense の戦略と能力開発の

計画及び調整、事務局を担っており、初等中等教育の金融経済教育全般を把握す

る唯一の中立・公正な機関である。

２．所得保障政策課のMoney Senseにおける業務
所得保障政策課（Income Security Policy Division：ISPD）は中央積立基

金（CPF）、住宅開発局（HDB）、教育省（MOE）、財務省（MOF）、保健省（MOH）、

社会・家族開発省（MSF）、国家開発省（MND）、シンガポール通貨庁（MAS）

と密接に連携し、シンガポール国民の金融面での保障と福祉の向上に向けた政策

や取組の立案と実施に取り組んでいる。その一つが Money Sense の業務であ

る。

Money Sense の業務は戦略などの立案やプログラムの開発及び改善、また

Money Sense プログラムのプロモーション、National Financial Capability 

Survey in 2021 を始めとした効果測定など多岐にわたる。ただし、プログラ

ム開発はシンガポール金融管理局（MAS）の独立ベンダーや Money Sense も

経営に関わる金融リテラシー研究所（Institute for Financial Literacy：IFL）

が担当しているため、関連団体との調整弁としての役割が大きい。

３．学校教育向け金融経済教育プログラムの実態
（１）　金融経済教育に関わる科目

シンガポールでは初等中等教育向けに金融経済教育の科目があるわけではな

い。学校教育においては、シンガポール国民の金融リテラシーを高めるため、さ

まざまな科目からアプローチをしている。小学校から順に、金融経済教育に関わ

る科目は本論 2．（２）のとおりである。

（２）　金融経済教育の配当時間
シンガポールの教育は競争が激しく、各教育段階において学力などのレベルを

測る試験がある。そのため、生徒にとっての重要科目は数学、科学、語学であり、

正直なところそれ以外の科目は重要と認識されていない。実際、学校教育で金融

経済教育がどの程度実施されているかは未知数である。

Money Sense のホームページ上から申し込める金融経済教育プログラムの

実施状況も予算管轄がシンガポール金融管理局（MAS）であり、プログラムの

実施も MAS の独立ベンダーや金融リテラシー研究所（IFL）が担っているため、

当部署では把握できていない。なお、金融経済教育プログラムの予算規模は

1,000 万円程度である。学校教育での実施は課題でもあるため、次年度以降に

力を入れていく予定である。
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１．MEI YIN氏経歴
MEI YIN 氏の前職は Singapore Chinese Girls’ Secondary School の教

員である。専門科目は数学と経済で、放課後はスペシャル・プログラムを担当し

ていた。現在は教員を辞め、（日本人のパートナーと一緒に）教育ビジネスを起

業し、塾の講師やコンサルタントの仕事をしている。

２．中学校における金融経済教育の一例
（１）授業内における金融経済教育

シンガポールの教員は一般的に２つの科目を担当する。金融経済教育の定義が

難しいが、例えば数学のテキストには計算問題のケーススタディ（本論・表

10）などがある。

数学は必修科目であるため、ケーススタディは全ての生徒に対して実施するも

のである。貯蓄や投資などのファイナンシャル・プランニングを直接教えるもの

ではないが、これも広く見れば金融経済教育の一環といえる。なお、シンガポー

ルでは MOE が科目・コース別に指定したシラバス及び教科書があるが、多くの

教員は教科書を使用せず、自分のオリジナルノートなどの教材を使用している。

（２）授業外における金融経済教育の一例
シンガポールの教員は放課後にクラブやプロジェクト学習を１つ以上受け持

つ。クラブにはスポーツや音楽活動などがあるが、エクスプレスコースの学校で

は、一部の優秀な生徒向けにスペシャル・プロジェクトを用意しており、私はビ

ジネスに関するプロジェクトを担当していた。そこでは、起業や企業会計などビ

ジネスの基礎を学び、ビジネス・コンテストに出場するための準備を行う。私が

担当していた際はボストン・コンサルティンググループ提供のプログラムを活用

していた。コンテスト出場まで３か月以上を要するものもあり、長期に及ぶプロ

ジェクト学習であった。

また、定期考査後に金融経済に関するプログラムを実施することもあった。あ

シンガポール現地・オンライン調査記録②

日 時 2022 年 11 月３日（木）22：30 〜 23：30

対 象 MEI YIN、ほか１名

所 属
現在 GLOBAL LEADERSHIP LINK, 前職 Singapore 
Chinese Girls’ Secondary School（Subjects in 
charge: Mathematics, Economics, Special Program）

交換ができれば幸いである。

（Ministry of Manpower ロゴ・入口）

（教科書販売店） （2022 年 12 月１日・明け方）
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広島・長崎はどこかなどの地理学を学ぶより生徒の興味・関心は高いのではと感

じる。

また、シンガポールのようなケーススタディを数学に取り入れたとしても、政

府の消費・投資、インフレ・デフレ、債券、利率などについて数学教員が詳細な

理解をしているとは限らないことには注意が必要である。

なお、何か特定の科目で金融経済教育を実践していくのは厳しいだろう（筆者

の授業（２単位・公民科）の場合、１年で４時間程度しか金融経済教育の授業実

践にあてられないだろうとの説明を受けて）。全員に対して同じ教育を施さなく

ても、クラブやプロジェクトなどでやりたい人だけピックアップするのも一つの

方法であろう。

（MEI YIN） （筆者）

る教員はその中でロバート・キヨサキ氏が開発したキャッシュフローゲームを３

日間かけて実践していた。

その他にも民間の銀行が CSR の一環としてボランティアでファイナンシャル・

プランニングのプログラムを実践しているのも見たことがある。

３．金融経済教育に対する認識
シンガポールでは 2003 年以降に金融経済教育が国家戦略となったことは認

知しているが、多岐にわたる教育戦略の一つにすぎず、実際には学校の校長や教

員の裁量によるところが多い。私の認識では積極的に金融経済教育を実践してい

る学校は少ない。

シンガポールでは教育課程ごとに効果測定があり、生徒はそのテストに向けて

熾烈な競争を繰り広げている。彼らに重要な科目は数学と科学、英語などであり、

金融経済教育はさほど大きなウェイトを占めていない。「食と消費者教育」も中

学校前段階（２年間）のみで学習する科目であり、生徒にとって優先順位は高く

ない。

また、Money Sense は知っているが、残念ながらプログラムを活用したこ

とも、活用している事例を見たこともない。

４．シンガポール国民の金融リテラシーに対する認識
シンガポールにおける中高生程度の金融リテラシーが高いか否かは未知数であ

る。日本と違ってシンガポールでは学生が働くのは就学が終了してからであり、

学生時代にアルバイトなどでお小遣いを自分で稼ぎ、管理するということはない。

シンガポールでは学生の間は勉強するのに忙しく、一般的にはお小遣いは基本的

に両親からもらっているため、家計管理に自らが関わるのはその後だと思う。

何を金融リテラシーと定義するのかにもよるが、例えば医者であっても「投資

することが重要である」と知っていても、どのような産業に、どの程度投資し、ポー

トフォリオを組めばいいのか、またリスクとリターンの関係など具体的な内容は

分かっていない。それでも年収が高いので、彼らは良い生活は送ることができて

いる。

なお、数学リテラシーと金融リテラシーの関係はどの程度相関があるか定かで

はないが、ポジティブな関係にはあるだろう。もしシンガポール国民の金融リテ

ラシーが高いのだとしたら、それは学校教育だけでなくシンガポールにおいて金

融セクターが強いことが関係していると思う。

５．�これから金融経済教育を国家戦略とする日本に対するアド
バイス

日本はなぜ金融経済教育を進めるのか、目的を明確にする必要がある。ただ、

これからもし国家戦略とするのなら若い世代へ向けにビジネスや起業コンテスト

への参加、具体的な企業のキャッシュフローの調査などを取り入れてはどうか。
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２．Money Senseに対する認識
（１）学校教育における Money Sense の役割

Money Sense は国家による包括的な金融プログラムである。シンガポール

の小学生たちは自分でバスに乗り、学校の食堂で昼食を買うため、親からもらっ

たお金をどのように使い、管理するのか小学校第１学年の時に研修を受ける。ウォ

ンツを我慢することができるのか、不測の事態に備えて貯蓄できるのかなどで、

これが MoneySense の提供する最初のプログラムとなる（実際には銀行の担当

者などが来校してプログラムを実施しているようだ）。

Money Sense のプログラムは何か特別な１つのプログラムがあるのではな

く、それぞれの年齢層に合わせて多様なプログラムが用意されており、学校や教

員がカスタマイズするものである。

この種のプログラムは特定の科目に属するのでなく、特別プログラムとして実

施される。例えば、ゲスト講師がホールに集めた生徒に対し、貯蓄の話をするな

どである。また、私が調査したところによると、子供向けの預金口座を提供して

いる Post Office Savings Bank（シンガポールの郵便銀行）と連携したプロ

グラムもある。Post Office Savings Bank では切手を買うことで学校の文房

具を購入したり、預金をしたりすることができるようになっている。これは生徒

に貯蓄を奨励するためのキャンペーンの一環で、購入履歴や残高などを本人だけ

でなく保護者もカードやスマートウォッチで確認することができるようになって

いる。新型コロナウイルス感染症拡大とキャッシュレス社会の影響で IT を活用

した Money Sense のプログラムは増えている。

しかしながら、実際には学校や Money Sense は金融経済教育の一端を担っ

ているにすぎず、個人のファイナンシャル・プランニングは家庭教育によるとこ

ろが大きいのではないだろうか。

（２）Money Sense への信頼度
学校の外に目を向けてみると、シンガポールでは金融の専門家が「私の投資戦

略が優れている」といった情報や「私の株取引のコースを受講しなさい」といっ

た広告が多く、保険代理店もウェルス・アドバイザーのようであるため、投資業

界の宣伝や誘導は信頼度が非常に低い。

一方、Money Sense は国家による唯一の金融プログラムであり、中立・公

正はであるが、信頼度が高いのかというと比較対象がないため、何とも言えない。

例えば、Money Sense のロゴを見て好感があるかと問われれば、「政府のロゴ

である」という認識がある程度だ。

なお、Money Sense の提供するプログラムの多くは子供の頃に学ぶべき個

人のパーソナル・ファイナンスに関わることであるため、これを大人になって受

講しなければならない人は、「使い過ぎて家計が破綻し、貧乏になったから」とか、

１．中等教育における金融経済教育に対する認識
私は中高一貫課程である Raffles Junior College に通っていたため、一般的

な話をしたい。シンガポールでは個人の資産運用などを学ぶ科目はないと認識し

ており、金融経済教育に関連するものは経済学だと考えている。経済学を履修で

きるのは 11・12 年生に当たる１ジュニア・カレッジに通う約 38% の学生のう

ち経済学を履修選択した者である（中高一貫課程でも経済学を履修することがで

きる）。

基本的には 11 年生でミクロ経済を、12 年生でマクロ経済を学習する。２年

間の学習を終えると GDP 成長、インフレ・デフレ、失業、国際収支や景気循環

や乗数効果などの経済の仕組みまで理解できるようになる。そのため、12 年生

にもなればローリスク・ローリターン、ハイリスク・ハイリターンは誰でも理解

できるはずだ。

ただし、経済学は人気科目ではあるが、必修科目ではないため、経済学を履修

した絶対数は多くない。このことは大学入学後に政治経済の授業で、インフレを

知らないメンバーに私が教えるという場面からも実感した。

なお、私自身は履修していないが、通っていた Raffles Junior College でも

スペシャル・プログラムにおいて MAS 役員が始めたスタートアップ企業による

ファイナンス講座（Money Sense 推薦）があった。選択制ではあるが、会計

が履修科目に設定されている高校もあるようだ。

日 時 2022 年 10 月９日（日）12：00 〜 13：00

対 象 Anbualagan Arivarun

所 属

東京大学公共政策大学院（留学生として金融経済教育を推進する
研究会座長の吉野直行先生の講義を受講中）、中学・高校はスペシャ
ル・スクール（特に優秀な生徒が通う中高一貫課程）である
Raffles Junior College の学生

１	 日本の高等学校第２・３学年に相当

シンガポール現地・オンライン調査記録③
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「犯罪歴や不利な立場にあるから」などのスティグマ（差別・偏見）を感じてし

まうという奇妙な現象もあるようだ。

３．シンガポール国民の金融リテラシーに対する認識
金融リテラシーが高い水準であると言われることについて、アジア全体でみる

と、シンガポールは基本的生活水準が確保された豊かな国であることが、人々が

貯蓄や投資を検討する理由でもあるため、納得感はある。また、小学校第１学年

からパーソナル・ファイナンスの訓練を受けているため、多くのシンガポール人

に個人の家計管理に関するリテラシーはあるだろう。

一方、金融商品をよく理解しているかと聞かれるとそうでもない。例えば、強

制的な貯蓄である CPF（中央積立年金）制度についても、さまざまな金融商品

がどのように機能し、何をすべきかなどについて十分に理解している人は少ない。

また、ジュニア・カレッジなどで銀行や金融に関する科目を履修しないシンガポー

ル人にこれらを教えるとしたら、合格基準を越えるのは難しいだろう。ただ、ハ

イリスク・ハイリターン、ローリスク・ローリターンのようなリスクとリターン

の関係など最低限の理解は誰もが持っていると思われる。


